
気候変動とパリ協定と⽯炭⽕⼒
⻄条の⽯炭⽕⼒発電所の新設は必要か？

2018年11⽉25⽇
気候ネットワーク東京事務所 桃井貴⼦

松⼭セミナー
「⾃然エネルギー100％の四国へ
〜⽇常化する異常気象と気候変動対策は待ったなし〜」



「気候ネットワーク」とは

– 1997年の温暖化防⽌京都会議（COP3）後に設⽴
– 地域レベルから国レベル・国際レベルまで、

専⾨性に基づいた重層的な活動を展開
– 環境・経済の両⾯から、持続可能な社会の

ための政策提⾔、実践活動、⼈材育成に
取り組む

国際交渉

国内政策

地域対策

2

Global

National

Local

地球温暖化防止に取り組むNPO/NGO

気候ネットワークの５つのミッション
⼈類の⽣存を脅かす気候変動を防ぎ、

持続可能な地球社会を実現すること
・世界の温室効果ガスを実質ゼロにする国際的なしくみをつくる
・⽇本での持続可能な脱炭素社会・経済に向けたしくみをつくる
・化⽯燃料や原⼦⼒に依存しないエネルギーシステムに変える
・市⺠のネットワークと協働による脱炭素地域づくりを進める
・情報公開と市⺠参加による気候政策決定プロセスをつくる
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気候変動と異常気象



©NASA

地球規模での温暖化（1951‐1980平均との比較）
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氷河の大規模な融解

数千万人被災する大洪水

島嶼国を脅かす
海面上昇

食糧危機や紛争に直結する
大規模な干ばつ

地球温暖化→気候変動
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IPCC：1.5℃特別報告書
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IPCC：1.5℃特別報告書
1.5℃上昇でもリスク増⼤



1.5℃⽬標：温室効果ガス排出
2010年⽐で2030年45％削減、2050年実質ゼロ

8

https://www.epa.gov/ghgemissions/global‐greenhouse‐gas‐emissions‐data

約1℃の上昇

2050 2100

約2℃の上昇

1.5
℃の
上昇
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パリ協定と世界の動き



10

・すべての国が参加する法的拘束力ある枠組み。
・気温上昇を産業革命前に比べて2℃を十分に下回り、1.5℃に抑
えるよう努力
・世界全体の温室効果ガスの排出量をできるだけ早く減少に転じ
させて、今世紀後半には実質的にゼロにするよう削減に取り組む
・５年ごとに温室効果ガスの削減目標を提出し、レビューすることを
義務付ける。
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世界の温室効果ガス排出量

パリ協定
各国が提出した

2030年排出削減⽬標

これまでの
排出量

世界全体の温室効果ガスの排出
量ができる限り速やかにピーク
に達すること・利⽤可能な最良
の化学に基づき迅速な削減に取
り組むこと：2℃⽬標＝40Gt

2050〜2100年に実質排出ゼロ

各国の削減⽬標を⾜しあわせても
「2℃⽬標」を達成できない→⽬標向上
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脱石炭に向かう世界の潮流

12

 英国、2025年までに 石炭から撤退を宣言
 フランス、2021年までに 石炭から撤退を宣言（前倒し）
 カナダ、2030年 石炭から撤退を宣言
 ドイツ、「脱石炭」に向けた委員会発足、年内に廃止時期

を決定すると発表（2018年6月）

 中国、2017年に100基以上の石炭火力建設計画を中止発
表（建設中含む）

 韓国、文在寅大統領「石炭火力と原発を減少させ、再生可
能エネルギーと天然ガスへシフトする」
石炭依存の高い忠清道（チュンチョンド）が脱石炭宣言

脱石炭に向けたグローバル連盟. Powering Past Coal Alliance（PPCA）.
• 石炭火力発電の段階的廃止をめざす国・地域・企業のグローバルな連合.
• 既存の石炭火力発電を段階的廃止.
• 石炭火力発電所の新規建設を停止



⾦融業界の
ダイベストメント加速化

13

化石燃料関連企業からの投融資引揚げ（インベストメント（investment）：投資の反意語）。

運用資産総額
６兆２４００億ドル
≒約６５０兆円

機関数
９８５団体

個人
５８０００人以上

https://gofossilfree.org/commitments/
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パリ協定を守るためには

“脱⽯炭”
先進国は遅くとも2030年
既存も含めて⽯炭⽕⼒全廃



URL：https://germanwatch.org/en/ccpi

グリーンな国は
パリ協定に整合する
政策を実行

①CO2排出削減の実績

②再生可能エネルギーの大幅導入

③徹底した省エネ

④気候変動政策の実施
「パリ協定」と整合する目標設定
カーボンバジェット
カーボンプライシング など
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⽇本の気候変動政策と
⽯炭の動向



• ⽇本の⽬標は「⾮常に不⼗分（⾚⾊）」である。
• すべての国が⽇本レベルの⽬標であるとすると、

気温上昇は3〜4℃上昇する可能性が⾼い。
18

Climate Action Tracker
日本の温室効果ガス削減目標＝「極めて不十分」

https://climateactiontracker.org
/countries/japan/
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日本の温室効果ガス排出量と
発電部門CO2排出量の推移

2020年目標
2005年比3.8％減
（90年比5.8％増）

2030年目標
2013年比26％減
（90年比18％減）

2050年目標
80％減

火力発電分

百万トン



⽇本再興戦略
アベノミクス

エネルギー基本計画
・石炭・原発は
「重要なベースロード電源」
2018年7月3日閣議決定

2013年6月14日

2030年電源構成
・再エネは22～24％
2015年7月16日政府決定

再エネ 22～24％

天然ガス 27％

3％
石油

26％
石炭

原子力 20～22％

・高効率火力発電を徹底活用
・環境アセスメントの明確化・迅速化
・民間企業による高効率火力発電の投資環境を整備
・世界最高水準効率の火力発電を率先導入
・世界へ積極的に展開

日本のエネルギー政策の方向
原発・石炭依存、再エネ軽視



業界の⾃主枠組みは
原発と⽯炭で排出係数⽬標達成

出典）経済産業省資料



2012年以降の

石炭火力発電所新設計画は50基

日本地図日本地図

電力会社エリアごとの石炭火力発電所計画数

エリア 都道府県 大規模 小規模

北海道 北海道 0 1

東北 岩手、秋田、宮城、福島 ７ ７

東京 茨城、千葉、神奈川、静岡 ９ 2

中部 愛知、三重 １ ３

関西 兵庫 ６ ０

中国 岡山、島根、広島、山口 ６ ３

四国 愛媛 １ ０

九州 福岡、長崎、宮崎 １ ３

合計 31 19

出典）気候ネットワーク作成



現在の石炭火力発電所計画の状況

大崎
石巻
雲雀野

仙台
PS

竹原
新1 能代3 松浦2

水島
名古屋
第2 鈴川

鹿島2 IGCC
広野

IGCC
勿来

名南

常陸
那珂1 武豊5

稼働中８

建設中18

アセス
終了４

アセス
準備書５

アセス
方法書６

アセス
配慮書0

不明３

三隅2

旭化
成

釧路海田

相馬
中核

エムセ
相馬

いわき
エネパ

神鋼
新1

神鋼
新2

横須賀
新1

横須賀
新2

秋田
港1

秋田
港2

袖ケ浦
１

袖ケ浦
２

西沖の
山１

西沖の
山２

西条
新１

蘇我

高砂
新１

高砂
新２

新地 千葉

MC
川尻

防府 響灘

響灘

仙台
高松

トクヤマ

３
かみ
す

日製紙
秋田本

中止７ 赤穂
１

赤穂
２

市原
大船
渡



１．政府の⽯炭（⾼効率⽕⼒）の推進体制
－ エネルギー基本計画でベースロード電源として位置づけられている
－ 環境アセスが事実上スルー（簡易化、⼤⾂合意で事実上容認）
－ ⽯炭の燃料費が安い（温暖化対策税289円/tは削減効果なし）
－ 電⼒⾃由化で様々な事業者が “安い”⽯炭⽕⼒の電源確保に動いた
－ 政府の政策に忖度し、⽇本で進まないダイベストメント

２．⾃治体が建設を事実上容認／推進
－ ⾃治体から厳しい意⾒が出れば、中⽌の決断もある

ex. ⾚穂（兵庫県）、⾼砂（兵庫県）、静岡市清⽔区（静岡県）LNG

３．市⺠の無関⼼／認識がないままに事業が進む
－ 市⺠の関⼼が⾼まり、企業の評判に影響すれば中⽌の決断もある

ex. 仙台⾼松（仙台市）、東京ガスアクション（袖ケ浦）
24

なぜ日本でこれほど石炭計画が
増えているのか？



リコー（2030年30％、2050年100％）

積水ハウス（2030年50％、2040年100％）

アスクル（2025年80％、2030年100％）

大和ハウス（2040年100%）

ワタミ（2035年50％、2040年100％）

イオン（2035年50％、2050年100％）

城南信用金庫（2030年50％、2050年100％）

丸井グループ（2025年70％、2030年100％）

富士通（2030年40％、2050年100％）

エンビプロ・ホールディングス（2050年100％）

ソニー（2030年30％、2040年100％）

芙蓉総合リース（2030年50％、2050年100％）

⽇本でも進む⾃然エネ100％宣⾔
現状の⽇本の政策下では達成が困難
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⻄条⽕⼒発電所
リプレース計画は必要？



27

西条発電所１号機リプレース計画
名称 西条発電所１号機リプレース計画

所在地 愛媛県西条市喜多川853
原動力の種類 汽力：超々臨界圧（USC）1)

燃料 石炭
出力 50万kW

工事開始時期（予定） 2019年3月～
運転開始時期（予定） 2023年3月～

出典）西条発電所1号機リプレース計画 環境影響評価準備書のあらまし



“高効率火力発電”USC でも
CO2排出はLNGの約２倍

28



年間CO2排出量は増加

出典）西条発電所1号機リプレース計画 環境影響評価準備書のあらまし



⼤気汚染物質排出量の⽐較

30

本計画：西
条新1号機
（石炭）

磯子火力新
2号機10)

（石炭）

姉崎火力計
画11)（LNG）

（参考）
太陽光
風力

SOx排出
濃度

25 ppm 10 ppm ‐ 0 ppm

NOx排出
濃度

22 ppm 13 ppm 4.5 ppm 0 ppm

ばいじん
濃度

5 mg/m3N 5 mg/m3N ‐ 0 mg/m3N

運転開始
2023年
（予定）

2009年 2023年
（予定）

‐

※準備書のあらましを元に気候ネットワーク作成（2018）



31

⽯炭汚染マップ
国内の⽯炭⽕⼒発電所建設計画が稼働した場合のPM2.5
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四電、仙台での計画から撤退
中⽌求める市⺠団体の勝利

河北新報2018年4月11日



ノルウェー基⾦、
⽇本企業から引き揚げ 四国電⼒も対象

44

⼆酸化炭素（CO2）を多く出す⽯炭産業から投資を引き揚げる「ダイベストメント」の動きが欧州を中⼼に台頭、ノルウ
ェー政府は政府年⾦基⾦の運⽤先から除外する59社のリストを公表した。⽇本企業5社も含まれる。ノルウェー国会の財
務・経済委員会で新たな動きを主導したトーステン・ゾルバーグ議員（現在野党の労働党所属）に聞いた。

――投資引き揚げを決めた経緯は。
「ノルウェー国会は2015年、政府年金ファンド法に基づき年金基金
（時価総額約9千億ドル）から石炭関連産業に投資しない方針を決め

た。これを受け、ノルウェー財務省は基金を管理するノルウェー中央
銀行執行委員会に対し、収入の30%以上を石炭関連の事業から得て
いる企業を投資先リストから除くよう指示した」
「委員会は投資先に情報開示を求め投資を引き揚げる59社のリスト
を示した。また30%の基準を超えているものの近い将来に改善が期
待できるため観察下に置く企業11社を選んだ。引き揚げリストには中
国電力、北陸電力、四国電力、沖縄電力、Jパワーの5社が、観察下
には九州電力と東北電力が含まれる」

――引き揚げた金額はどのくらいか。日本企業からも引き揚げたのか。
「16年の運用成績に関し報告が未公表なので金額は把握していない。
ただ方針を決めた時点では総額で100億ドル程度になると推定してい
た。（日本企業からも）すでに引き揚げた」 （後略）

日本経済新聞 2017年3月3日
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO13593800S7A300C1X93000/



１．温暖化は⽌まらない＝リスクの認識・共有
－ 現状で1℃の上昇、1.5℃でも今よりも温暖化のリスクは深刻
－ 1.5℃を⽬指すなら、今すぐ化⽯燃料の使⽤を⽌める必要
－ 今のままでは3〜4℃の上昇も。
－ 今後、かつてないレベルの影響・リスクを被る。

２．脱炭素化を地域・組織で実現する
－ ⾃然エネルギー100％へのコミット
－ 脱炭素地域の実現に向けたビジョンを描く（ex⽯炭⽕⼒が必要？）
－ エネルギー政策を地域に取り戻す

３．脱炭素に向けたアクション
－ 脱炭素化に向けた⽣活様式、消費⾏動、投票⾏動、貯⾦、寄付など
－ タラノア対話

44

ストップ温暖化！
持続可能な社会を地域から



1. 日本に石炭火力発電所はいくつあるの？

2. 新しい石炭火力は高効率でクリーン？

3. 石炭火力の温暖化への影響は？

4. 大気汚染による健康被害は？

5. 石炭火力は安くて経済的？

6. 原発か石炭か？それとも再生可能エネルギー？

7. どうして石炭火力の増加が止まらないの？

8. 諸外国が「脱石炭」に向かっているってホント？

9. 日本の石炭火力の輸出は途上国に役立っているの？

10.石炭火力問題に、私たちは何ができるの？

編集：気候ネットワーク
発行：かもがわ出版
発行：2018年6月24日
定価：1,080円（本体1,000円+税）

今、石炭火力を止めるために・・・
石炭火力の問題を知り、広める！



ご清聴ありがとうございました。
ご質問・ご意⾒は気候ネットワーク
東京事務所の桃井までお気軽にお寄せ下さい。

メール：momoi@kikonet.org
電話：03-3263-9210、FAX： 03-3263-9463 
URL：http://www.kikonet.org

気候ネットワークは地球温暖化を防ぐために市⺠の⽴場から提案×
発信×⾏動するNGO/NPOです。気候ネットワークは多くの⽅々のご
参加・ご⽀援によって⽀えられています。どうか、ご⽀援をよろしくお願
いいたします。オンライン寄付・⼊会ページは次よりアクセスできます。
URL：https://www.kikonet.org/support/individual/member-form（右のQRコード
からもオンライン寄付・⼊会ページにアクセスできます

47



参考資料
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四国電力の概要と現況より
http://www.yonden.co.jp/corporate/ir/library/summary/pdf/ir_summary.pdf



2 

All Rights Reserved ©2018 YONDEN Shikoku Electric Power Co., Inc.  

販売電力量と最大電力 

過去10年間の 
電灯・電力計 

約270億kWh/年 

総販売電力量 
（百万kWh） 

34,828 30,942 34,223 32,652 28,437 28,364 27,547 27,524 30,435 29,971 

※総販売電力量＝電灯・電力＋他社販売等 
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3,252  2,661  3,277  3,611  3,706  3,100  3,495  3,784  3,463  3,408  

14,970  
14,102  

16,104  

6,698  
4,055  

15,298  

13,900  

13,597  

17,395  

16,400  17,354  17,050  16,554  

16,010  
15,497  

4,649  

3,208  

2,497  

5,398  

7,794  7,124  5,816  5,501  

4,060  
4,135  

196  

1,819  

2,235  

2,397  2,566  
2,358  2,114  

1,961  
2,334  

287  

353  

467  

502  

662  984  
1,547  2,267  

2,840  
3,259  

38,456  

34,420  

37,761  

35,838  

30,959  31,128  
30,266  30,220  

33,278 
32,688  

84.5 79.6 
90.9 

37.7 

0 0  0  0  

63.4 
52.0 
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発受電電力量 

＊四捨五入の関係で合計が合わないことがあります。 

原子力設備利用率(%) 

年度  

百万kWh 

％ 

出水率 （％） 

[98.0]        [79.2]        [92.8]        [113.6]      [117.2]    [101.4]      [114.6]      [116.9]      [110.0]   [104.1]    

過去10年間の 
発受電電力量 

約340億kWh/年 

原子力による発電が全体の約4割 

2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所 
事故を契機に伊方原子力発電所が全号機停止。 

2012年度以降、原子力による発電量はゼロに。 

2016年8月 
伊方発電所3号機 

発電再開 

新エネ 

LNG 

石油・ガス 

石炭 

原子力 

水力 
4,945 
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発電設備（他社からの受電分含む） 

千kＷ 

＊「新エネ」は自社分のみ。 

年度末 

他社分を含む発電設備の
うち約7割がベース電源 
(水力、原子力、石炭) 

1,469  1,470  1,470  1,470  1,470  1,471  1,474  1,474  1,476  1,479  

2,022  2,022  2,022  2,022  2,022  2,022  2,022  2,022  
1,456  1,456  

2,270  2,270  2,270  2,270  2,270  2,270  2,155  2,270  

2,270  2,238  

2,395  
2,045  2,045  2,045  2,045  2,045  2,045  1,695  

1,695  1,695  

350  
646 646 646 646 646 

646 

935 935 

2 2 2 2 2 
2 

2 2 

8,156  8,157  
8,455  8,455  8,455  8,456  8,344  

8,109  
7,834  7,805  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

新エネ 

LNG 

石油・ガス 

石炭 

原子力 

水力 
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自社発電設備 

2018年10月31日時点 

水力 
1,150 千kW 

原子力 
890 千kW 

火力 
3,736 千kW 

新エネルギー 
2 千kW 

発電方式 出力(千kW) 

自流式 306 

貯水式 158 

揚水式 686 

発電所名 出力(千kW) 運転開始時期 運転年数 

伊方 (1号) (566) (1977年9月) (38) 

  (2号) (566) (1982年3月) (36) 

    3号  890  1994年12月 23 

発電所名 出力(千kW) 運転開始時期 運転年数 燃  料 

阿南 1号 125 1963年7月 55 重油 

  2号 220 1969年1月 49 重油・原油 

  3号 450 1975年6月 43 重油・原油 

  4号 450 1976年12月 41 重油・原油 

橘湾   700 2000年6月 18 石炭 

西条 1号 156 1965年11月 52 石炭・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ・重油 

  2号 250 1970年6月 48 石炭・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ・重油 

坂出 1号 296 2010年8月 8 LNG 

  2号 289 2016年8月 2 LNG 

  3号 450 1973年4月 45 重油・原油・COG 

  4号 350 1974年5月 44 LNG・COG 

発電所名 出力(千kW) 運転開始時期 運転年数 

松山太陽光 2 2003年3月 15 

出力合計 
5,778 
千kW 

（2016年5月10日廃止） 

※四捨五入の関係で合計が合わない場合があります 

（2018年5月23日廃止） 
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トピックス① ｢よんでんグループ中期経営計画2020｣の概要 

■基本コンセプト 

・外部環境が急速に変化するなか、グループビジョンの実現に向けて、2016～20年度の５年間において、将
来に亘る持続的成長を目指した収益力の変革に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  

 事業環境が変化するなか、将来に亘り持続的成長を図っていくため、2016年9月、今後５年間の経営の方向性と
経営目標を「よんでんグループ中期経営計画2020」として策定。 

2016～20年度 

持続的成長を目指して 収益力を変革する 

             ～Profitability Innovation～ 

【グループの使命・存在意義】 

  快適、安全、安心な暮らしと地域の発展に貢献します 

2011～15年度 

原子力の全台停止に伴う危機の克服と 
事業経営の正常化に注力 

暮らしを支える 

マルチユーティリティ 

企業グループ 

グループビジョン 

【目指す将来像】 競争力のある供給力 

お客さまとの距離の近さ 

グループの総合力 

小売全面自由化、法的分離、環境規制強化 

市場競争の進展、アライアンス 
経済の成熟化、少子高齢化、省エネ 
蓄電池の導入、IoT化 

グループの強み・特長 環境変化 
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トピックス⑥ 伊方発電所3号機の運転差止仮処分を巡る状況 

2018年10月31日現在 

 住民らによる伊方発電所３号機の運転差止を求める仮処分申立てが、高松高等裁判所、福岡高等裁判所、
および山口地方裁判所岩国支部において係属中。 

広島地方裁判所 
2016年  3月11日：住民らによる申立 

2017年  3月30日：当社勝訴 

広島高等裁判所 

2017年  4月13日：住民らによる即時抗告 

    12月13日：当社敗訴（運転停止期間：2018年9月30日まで） 

    12月21日：当社による執行停止・保全異議申立 

2018年  3月22日：執行停止申立却下 

      9月25日：当社勝訴 

広島地方裁判所 

2018年  5月18日：住民らによる申立（広島高裁による仮処分命令の 

          10月1日以降の延長を求める新たな仮処分の申立） 

   10月26日：当社勝訴 

松山地方裁判所 
2016年  5月31日：住民らによる申立 

2017年  7月21日：当社勝訴 

高松高等裁判所 
2017年  8月  4日：住民らによる即時抗告 

2018年  7月18日：第4回審尋 

大分地方裁判所 
2016年  6月24日：住民らによる申立 

2018年  9月28日：当社勝訴 

福岡高等裁判所 2018年10月12日：住民らによる即時抗告 

山口地方裁判所 

岩国支部 

2017年  3月  3日：住民らによる申立 

2018年  9月28日：第8回審尋 

■ 各裁判所における状況 

※網掛け：係属中を示す。 
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トピックス⑧ 西条発電所１号機のリプレース 

 経年化が進む自社火力発電設備の高効率化の一環として、西条発電所1号機について、高効率な超々臨界圧機
（USC : Ultra Super Critical）へのリプレースを計画。 

 現在、環境影響評価を実施中。 

 2023年3月 運転開始予定。 

※ 熱効率欄上段は低位熱効率、下段( )内は高位熱効率を示す。 

低位熱効率は、燃料の発熱量（高位発熱量）から水分の蒸発熱量を予め差し引いた発熱量
（低位発熱量）を基準に算定。このため、高位熱効率は、低位熱効率と比べて水分の蒸発
熱量の分低くなる。 

■ リプレース計画の概要 

現行１号機 新１号機 

運転開始時期 1965年11月 2023年３月 (予定) 

定格出力 15.6万kW 50万kW 

熱効率※ 約 39％ 
（約 38％） 

45％ 以上 
（43％ 以上） 

燃料種別 石 炭 
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トピックス⑩ 再生可能エネルギーの導入拡大 

 エネルギー自給率の向上やＣＯ２排出量抑制の観点から、再生可能エネルギーの有効利用を推進。 

■四国における太陽光・風力の導入状況 
・水力発電所にある既設水車の設備更新等の機会をとらえ、

高効率水車を採用することで発電効率の向上をはかり、 
出力増強を実施 

最新鋭の高効率水車の採用 

■ 水力発電所の出力増強計画 

年度 発電所名 最大出力（現在 → 更新後［計画］） 

2018 吉良 2,700kW→ 3,000kW 

2019 面河第一 7,000kW→ 7,600kW 

2019 広野 35,700kW→ 36,500kW 

2020 伊予川 3,100kW→ 3,400kW 

2020 加枝 9,700kW→ 9,900kW 

2000年度以降、高効率水車の導入による増出力 約3万kW 
(2020年度までに運転開始を予定している計画を含む） 

30日等出力制御枠（接続可能量） 
［太陽光］257万kW ［風力］71万kW 

175 

19 

208 

19 

227 

23 

237 

23 

87 

16 

79 

18 

82 

15 

83 

15 

262 

36 

287 

38 

309 

38 

321 

38 

太陽光 風力 太陽光 風力 太陽光 風力 太陽光 風力 

2015年度末 2016年度末 2017年度末 2018年9月末 

接続済み 接続申込み済み （万kW） ※淡路島南部含む 

■当社グループが参画する 
 太陽光・風力発電の導入状況 

三崎ウインドパーク 

（愛媛県伊方町） 

松山太陽光発電所 
（愛媛県松山市） 

※ 導入量は、当社グループ各社の出資比率に基づき算定 

0.2 0.2 0.2 1 1 
4 4 5 

2 2 3 3 3 3 3 3 3 

3 3 
3 

2 
2 3 3 3 3 3 4 4 

7 7 
8 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

風力 太陽光 

（年度末） 

（万kW） 
※四国域外含む 



30 

All Rights Reserved ©2018 YONDEN Shikoku Electric Power Co., Inc.  

トピックス⑪ CO₂排出抑制に向けた取り組み 

 電気事業低炭素社会協議会※に参画し、同協議会が掲げる、低炭素社会実現に向けた電気事業全体での目標の

達成を目指す。 

※ 電気事業連合会加盟会社、電源開発(株)、日本原子力発電(株)､ 新電力有志により、「電気事業における低炭素社会実行計画」で 
  掲げた目標達成に向けた取り組みの推進を目的として設立。 

  電気事業全体で、2030年度 排出係数 0.37kg-CO₂ /kWh 程度 (使用端) を目指す。 

・伊方発電所の安全・安定稼働 

・坂出発電所でのLNG利用 

・経年化火力のリプレースによる高効率化 

  → 西条1号機(石炭)の超々臨界圧機(USC)化 

・水力発電所の水車取替による効率向上 

・太陽光、風力など再生可能エネルギーの最大活用 

・送配電損失率の低減 

・お客さまへの省エネ情報の提供や高効率電気機器の 
 普及拡大 

                      など 

＊CO2排出量・CO2排出係数とも、京都メカニズムクレジットや 
 固定価格買取制度等に伴う調整を反映したもの 

■ CO₂排出量・排出係数の推移 ■ 電力供給・需要面での具体的な取り組み 

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

販売電力量

(億kWh)
272 264 258 251291 284 274 257

950  

1,380  

1,798  1,922  1,816  1,723  

1,360  1,343  

0.326  

0.485  

0.656  
0.706  0.688  0.669  

0.529  0.535  

0.0
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0.8

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

CO2排出係数  

（kg-CO2/kWh） 

 CO2排出量 

（万t） 

〔年度〕 

CO2排出量 CO2排出係数 

伊方全台停止 
2012/1 

伊方3号機発電再開 
2016年8月 



おことわり 

 本資料に含まれている将来の予測に関する記述は、現時点で入手可能な情報にもとづき、当社で判断したものであ

り、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。 

 実際の業績等につきましては、様々な要素により、記載されている見通し等とは異なる場合があり得ることをご承

知おきください。 




